
  

育所、認定こども園の３つの認定・認可申請を行わなければならない手

間や、会計を幼・保で２つに分けなくてはならない管理業務の繁雑さを

解消することができる。 

 

（イ）家庭的保育（保育ママ）の拡充 

 

ａ 活用促進に向けた取組 

サービス供給量の拡大という観点から、多様な利用者ニーズに応える弾力

的な保育サービスの１つである保育ママの一層の活用と規模の拡大が必要だ

が、平成12年に始まった国の家庭的保育事業は規模が小さく、ほとんど利用

されていない。表の示すとおり、国の予算での見積もり児童数に対し、実際

の預かり児童数は桁違いに少なく、この事業が有効に実施されていないこと

がわかる。 

 

図表１－(２)－⑳ 

 国の家庭的保育事業と地方公共団体の独自制度の規模の比較 

（単位：人） 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

国の事業             

児童数（予算） 5,000 2,500 2,500 2,500  2,500  1,300 

児童数（事業実績） 102 99 313 276  319  - 

保育ママ数 46 53 103 93  105  - 

地方単独事業（※）    

児童数 1,413 1,501 1,381 1,509  1,405  - 

保育ママ数 934 956 910 935  926  - 

（備考）１．厚生労働省社会保障審議会少子化対策特別部会第２回（平成20年１月28日）資料により作成。 

         ２．「地方自治体実施分（国庫補助対象も含む）－各年度の国庫補助実績」により推計。 

 

一方、それ以前から独自の制度を持っていた地方公共団体では、国庫補助

事業を導入せず単独で実施しているケースが多い。その主な理由としては、

２つの制度を持つことで運営・管理が複雑になるだけでなく、国の制度での

保育者の資格要件や連携保育所の設置がネックになっていることが考えられ

る。 

そのため、家庭的保育事業を法制化する児童福祉法の改正案が第 169 回国

会に提出されたが、法改正後に省令で定められる見通しとなっている保育マ
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